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この調書は、平成 28 年３月策定の奈良県環境総合計画について、各施策・事業の成果を広報するとともに、県、市町村、関係機関・団体等が実施事業の計画的推進及び新規事業の創出、事業見直し等の参考として活用できるよう、計画体系に沿って主な事業の進捗状況を概括的にとりまとめたものである。 平成 29 年 1２月  
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ⅠⅠⅠⅠ    景観景観景観景観の保全との保全との保全との保全と創造創造創造創造                                                                                                            

【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】    世界に誇る歴史文化遺産とともに、豊かな自然、田園・里山風景が広がる県内各地において、四季折々に彩られる景観を守りながら、国際的な歴史文化交流拠点「奈良県」にふさわしい景観を創り育て、未来につなげていきます。また、景観は地域の環境の要素が総合化された「見える環境」であり、これからの地域における重要な魅力要素になることから、本県の強みである歴史的景観などの魅力を一層高めるとともに、良好な都市景観を創出するための全県的な動きを生み出していきます。重点的な取組として、県内各地の特徴ある景観を有する一定の地域を「小庭（エリア）」として、県全体が調和のとれた「一つの庭」となるような植栽景観づくりを促進するとともに、奈良らしい魅力動線を創出するため都市・沿道景観の形成を目指します。 
    

    

【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】    指標設定 の趣旨 指標項目 現況値 目標値 Ｈ32 小施策 H26 H27 H28 歴史文化交流拠 点 と し て の奈良県の魅力度を評価する指 標 と し て 活用 
小庭（エリア）の整備着手数 36 エリア 37 エリア 45 エリア 54 エリア 「なら四季彩の庭」づくり 観光入込客数 3,811 万人 4,146 万人 4,407 万人 4,200 万人 （H31) 歴 史 的 景観 の 保 全と活用 歴史的景観保存地区内の無電柱化延長 4.4 km 4.4 km 4.4km 4.8 km 里山の景観を守 る取 り組 みを評価する指標として活用 里山における森林整備の実施箇所数 196 箇所 222 箇所 242 箇所 320 箇所 田 園 ・ 里山・自然景観 の 保 全と活用 

都市景観の向上を評価する指 標 と し て 活用 
都市計画区域内人口１人あたりの都市公園面積 12.6 m2／人（H25） 12.7 m2／人 （H26） 12.8 m2／人 （H27） 13.6 m2／人 都市・沿道景 観 の 創造 市街地等幹線道路の無電柱化率 8.0% 8.7% 9.2% 12.0% （H31） 景観づくりのルールを締結する地区等の数 155 地区 157 地区 166 地区 179 地区 馬見丘陵公園花サポーター（花緑ボランティア）登録者数 35 人／年 47 人／年 48 人／年 100 人／年 自然景観を守る 取 り 組 み を評価する指標として活用 県土に占める自然公園面積の割合 17.2% 17.2% 17.2% 17.2% 田 園 ・ 里山・自然景観 の 保 全と活用 
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【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】    

１．１．１．１．    「なら「なら「なら「なら四季四季四季四季彩彩彩彩のののの庭」づくり庭」づくり庭」づくり庭」づくり    （１）（１）（１）（１）奈良県植栽計画の推進奈良県植栽計画の推進奈良県植栽計画の推進奈良県植栽計画の推進 （景観・自然環境課）  平成 26 年 3 月に「奈良県植栽計画（「なら四季彩の庭」づくり）」を策定。県内各地の特徴ある景観を有する一定の地域を「小庭（エリア）」として選定し、各エリアの植栽景観を整え、奈良県全体が調和のとれた「一つの庭」となることを目指している。  計画では、県内の主要な名所やその周辺等の「小庭（エリア）」を 48 箇所選定（平成 29 年度：54箇所）し、各エリアにおける個別の処方（実施計画）を作成しており、これに基づき奈良公園周辺、馬見丘陵公園、大宮通りなど県による拠点的整備を進めるとともに、平成 25 年度から、がんばる市町村や団体等に対し、県補助金やアドバイザー派遣等により連携・支援している。  平成 29 年度からは、各エリアの事業進捗と魅力拠点化を図るため、処方責任者（処方庭師）とエリア責任者（エリア庭師）によるきめ細かな進捗評価に着手。個別処方の実施を推進するとともに、エリア全体の魅力向上に取り組んでいく。  ○○○○小庭（エリア）小庭（エリア）小庭（エリア）小庭（エリア）の事業進捗の事業進捗の事業進捗の事業進捗（花苗植栽や支障木伐採、遊歩道・ビューポイント等の整備）  H25 H26 H27 H28 H29 （予定） H32 （目標） 計画エリア数 48 48 51 54 54 54 整備着手エリア数 28 36 37 45 47 54  処方数  （実施計画） 計画数 219 219 243 280 290 ― 整備着手数 54 101 128 142 158 ―  市町村等補助件数 4 市町村 5 箇所 9 市町 1 団体 13 箇所 7 市町村 9 箇所 7 市町 9 箇所 5 市町村 5 箇所 ― ※H29 新規 整備着手 （2 エリア）：平城宮跡、大宇陀  ○○○○普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発  H26 H27 H28 H29 （予定） シンボルマークプレートの設置  （ ）は累計 設置エリア 3 エリア  12 エリア （15） 5 エリア （20） 1 エリア （21） 設置箇所 3 箇所 23 箇所 （26） 7 箇所 （33） 3 箇所 （36） 情報誌（ジャーナル）の発行 ※平成29 年度より、「植栽ジャーナル」を「きれいに暮らす奈良県スタイルジャーナル」として再編 年 1 回 年 1 回 年 2 回 年 2 回 事業進捗・成果の「見える化（ﾋﾞﾌｫｰ･ｱﾌﾀｰ）」 平成29 年度中に県ﾎｰﾑﾍﾟー ｼﾞに特設サイト開設       
    

    

きれいに暮らす奈良県スタイルジャーナル 

シンボルマーク 平成 26 年 10 月策定 
 

ｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸﾌﾟﾚｰﾄ （大門ダム） 平成 28 年 3 月設置 



3 

２．都市２．都市２．都市２．都市・沿道・沿道・沿道・沿道景観の創造景観の創造景観の創造景観の創造    （１）幹線道路の屋外広告物対策（１）幹線道路の屋外広告物対策（１）幹線道路の屋外広告物対策（１）幹線道路の屋外広告物対策    （景観・自然環境課）    平成 22 年 10 月の改正県屋外広告物条例により、県景観計画に定める広域幹線沿いの信号を有する交差点周辺 30m の区域等において、原則、民間の屋外広告物を禁止とした。是正対象物件は、当初 223件あったものを平成 29 年３月末現在で 39件まで減少させることができた。  H23 H24 H25 H26 H27 H28 掲出禁止交差点周辺における 不適格な屋外広告物数 198 件 151 件 55 件 47 件 42 件 39 件  （２）奈良モデル（県・市町村連携）による沿道景観づくり（屋外広告物対策）（２）奈良モデル（県・市町村連携）による沿道景観づくり（屋外広告物対策）（２）奈良モデル（県・市町村連携）による沿道景観づくり（屋外広告物対策）（２）奈良モデル（県・市町村連携）による沿道景観づくり（屋外広告物対策） （景観・自然環境課） 中和幹線をモデル路線として、県と沿道 5 市町（大和高田市、橿原市、桜井市、香芝市、広陵町）で、平成 27年 9 月に「中和幹線沿道景観協議会」を設置し、屋外広告物対策を推進。平成 28 年度は、屋外広告物ガイドライン（広告物の面積・高さ・色や屋上設置禁止などの誘導基準）を作成。 平成 29 年度は、県・沿道５市町の取組項目と役割分担を明確化しガイドラインの実効性をより高めるため、5 月に県と沿道５市町で「中和幹線沿道の屋外広告景観向上に関する協定書」を締結。 また、この協定に基づき、沿道５市町における屋外広告物の許可基準を定める規則改正を早期に実現させ、取組成果等を発信しながら実践的なフォロ－アップを実施するため、８月に「きれいに暮らす奈良県スタイル」推進協議会のもとに「中和幹線沿道景観部会」を設置。９月に第１回部会を開催し、今後の取組の推進について検討を行った。 一方、ゲートウェイとなる県道木津横田線については、奈良市、大和郡山市と連携し、地元企業等の協力を得ながら、沿道の屋外広告物対策の検討を進めていく。  （３）奈良の玄関口となる主要鉄道駅付近の景観づくり（３）奈良の玄関口となる主要鉄道駅付近の景観づくり（３）奈良の玄関口となる主要鉄道駅付近の景観づくり（３）奈良の玄関口となる主要鉄道駅付近の景観づくり （景観・自然環境課、道路環境課等） “奈良”の玄関口となる主要鉄道駅付近において、おもてなしの心あふれる奈良らしい美しい都市・沿道景観を創出するため、京都市の成功事例（四条通、河原町通）等も参考にして、景観行政団体である奈良市と連携し、企業・団体等の協力を得ながら屋外広告物対策等に取り組む。平成 29 年度は、奈良市との基本合意（協定締結）を視野に入れた推進スキームの確立に向け、市関係課との検討・調整を進める。  （４）住民参加型の景観づくり（４）住民参加型の景観づくり（４）住民参加型の景観づくり（４）住民参加型の景観づくり    （道路管理課、河川課、公園緑地課、地域デザイン推進課） 沿道や河川等において、地域住民やボランティア団体、企業等が、自主的に実施・参加する植栽・草刈り、清掃等の活動を促進。 沿道 平成 15 年度から「みんなで・守ロード」により、県が地域団体等と協定を締結し、団体等が行う沿道での草刈りや清掃活動等を促進。平成 28 年度：103 団体。 河川 「地域の河川サポート事業」として、地域住民やボランティア団体、企業等が自主的に行う河川美化活動（植栽､清掃､草刈り）を促進。平成 28 年度：176 団体。 「川辺のまちづくり」として、佐保川をモデル地区に、平成 26 年度に「川辺のまちづくり協議会」を設立し、河川の清掃活動や植栽等を実施。 都市公園 都市公園来園者の募金で造成する「奈良県立都市公園緑化基金（平成 26 年度設置）」を原資にして、都市公園の緑化を推進。馬見丘陵公園で基金活用による緑化を実施。 公共施設 平成 24 年度から、県施設を活用した花いっぱい運動（花壇やプランター等設置）を実施。平成 29 年度：18 施設。 
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【都市・沿道景観事例（屋外広告物等）】【都市・沿道景観事例（屋外広告物等）】【都市・沿道景観事例（屋外広告物等）】【都市・沿道景観事例（屋外広告物等）】    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

四条通（平成 19 年） （平成 27 年） 

近鉄奈良駅周辺（大宮通り） （平成 28 年 11 月） 近鉄新大宮駅周辺（大宮通り）（平成 28 年 11 月） 
 

県道木津横田線（奈良市東九条町付近）  （平成 28 年 11 月） 大宮通り（平城宮跡付近） （平成 28 年 11 月） 

京都市 市街地の沿道景観づくり（事例） 

県内事例（主要鉄道駅付近・幹線道路沿道（例）） （出典 ： 京都市 都市計画局 広告景観づくり推進室 「京のサイン 増補版」 P5-6） 
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３．歴史的景観の３．歴史的景観の３．歴史的景観の３．歴史的景観の保全と活用保全と活用保全と活用保全と活用    （１）奈良公園周辺の魅力向上・環境改善（１）奈良公園周辺の魅力向上・環境改善（１）奈良公園周辺の魅力向上・環境改善（１）奈良公園周辺の魅力向上・環境改善 （奈良公園室） 吉城園周辺・高畑町裁判所跡地において、民間資本活用による宿泊を中心としたまちづくりを進めている。平成 28 年度は奈良公園地区整備検討委員会で整備コンセプト・内容をとりまとめた。 平成 29 年度については、文化庁より両地区の現状変更の許可を得たとともに、引き続き、平成 32 年春のまちびらきを目指し工事着工に向け事業者と調整を進めていく。 また、（仮称）登大路バスターミナルについては、平成 30 年度 の完成に向け、建築・設備工事等を進めている。   （２）（２）（２）（２）平城宮跡歴史公園の整備平城宮跡歴史公園の整備平城宮跡歴史公園の整備平城宮跡歴史公園の整備    （平城宮跡事業推進室）            平城宮跡歴史公園の正面玄関となる拠点施設として、朱雀大路西側に、県が「交通ターミナル」や「観光案内・物販施設」等を、 国土交通省が東側での「平城宮跡展示館」と二条大路や朱雀大路 の整備を推進。平成 30 年 3 月 24日（土）に、これら一帯を “朱雀門ひろば”としてオープンする。      （（（（３３３３））））歴史的風土特別保存地区内の土地買入・管理歴史的風土特別保存地区内の土地買入・管理歴史的風土特別保存地区内の土地買入・管理歴史的風土特別保存地区内の土地買入・管理 （景観・自然環境課） 古都保存法に定める歴史的風土特別保存地区内では、建築物の新築や土地の造成、木竹の伐採等の行為が厳しく規制されることから、その代償措置として、制度開始（昭和 43 年度）から平成 28 年度までの間で、計 442haの土地の買入を行ってきた。この買入地について、景観保全のための植栽、散策路、ベンチ等の施設整備などを実施するとともに、ボランティア団体等による花植や耕作などの活動を促進している。  H24 H25 H26 H27 H28 土地の買入れ面積累計（ha） 415 425 433 436 442 「景観形成事業※」参加団体数 21 21 31 34 40             ※景観形成事業：ボランティア団体等による買入地の花植や耕作などを促進する事業     （（（（４４４４））））歴史文化遺産とその周辺地域における無電柱化の推進歴史文化遺産とその周辺地域における無電柱化の推進歴史文化遺産とその周辺地域における無電柱化の推進歴史文化遺産とその周辺地域における無電柱化の推進 （道路環境課）   明日香村の飛鳥寺・甘樫丘周辺において無電柱化を推進。  H28 H29（予定） H30（目標） 電線共同溝整備  (   )は累計 0ｍ 237m (237m) 203m (440m)  （（（（５５５５））））歴史的町並み・町家等の保全・活用歴史的町並み・町家等の保全・活用歴史的町並み・町家等の保全・活用歴史的町並み・町家等の保全・活用 （地域デザイン推進課）   歴史的な町並み地域において、空き町家の利活用により、地域価値の維持・向上を目指したまちづくりを推進するため、平成 23 年度から、歴史的な町並み・町家等に斬新な発想を持つアートを組み合わせた地域型アートプロジェクト「奈良・町家の芸術祭 はならぁと」を開催。この会場となった空き町家等のうち、平成 28 年度までに、店舗や住宅として 35件が利活用された。    

整備イメージ 
「（仮称）登大路バスターミナル」整備イメージ 
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４．田園４．田園４．田園４．田園・里山・里山・里山・里山・自然景観の保全・自然景観の保全・自然景観の保全・自然景観の保全と活用と活用と活用と活用    （１）（１）（１）（１）耕作放棄地の再生・活用耕作放棄地の再生・活用耕作放棄地の再生・活用耕作放棄地の再生・活用    （担い手・農地マネジメント課）    耕作放棄地の再生を図るため、平成 21 年度から「奈良県農業再生協議会」（県や農協等が参画）が推進母体となり、荒れた農地の草刈りや耕起・整地等を促進。  H24 H25 H26 H27 H28 H32（目標） 耕作放棄地再生利用面積累計（ha） 26.4 30.8 31.7 32.8 36.9 55  （２）地域で育む里山づくり（２）地域で育む里山づくり（２）地域で育む里山づくり（２）地域で育む里山づくり    （森林整備課）  ※森林環境税事業    平成 18 年度から、市町村補助を通して、NPOや森林ボランティア等に対して作業手当や資機材（チェーンソーなど）配備などを支援することにより、里山林の整備を促進。  H24 H25 H26 H27 H28 H32(目標) 整備箇所数累計 134 箇所 （約 57ha） 151 箇所 （約 66ha） 166 箇所 （約 75ha） 180 箇所 （約 84ha） 192 箇所 （約 93ha） 230 箇所 平成 23 年度から、野生獣による農林業被害の低減を図るため、市町村補助により里山地域と野生獣生息地との間の緩衝帯の造成（竹林等の伐採）を促進。     H24 H25 H26 H27 H28 H32(目標) 整備箇所数累計 8 箇所 （約 8ha） 18 箇所 （約 22ha） 30 箇所 （約 32ha） 42 箇所 （約 43ha） 50 箇所 （約 50ha） 90 箇所  （３）農地及び農業用施設の保全管理（３）農地及び農業用施設の保全管理（３）農地及び農業用施設の保全管理（３）農地及び農業用施設の保全管理    （農村振興課）    市町村補助を通して、集落単位で実施する農地法面の草刈りや水路の泥上げなどの保全管理活動や植栽による景観づくりを促進。 ■実績 （取り組み面積（累計）、各年度の実施市町村数）  H24 H25 H26 H27 H28 草 刈 り 等（H19～） 3,815ha 14 市町村 3,937ha 14 市町村 4,139ha 17 市町村 5,860ha 21 市町村 5,762ha 21 市町村 植栽活動等（H26～） ― ― 3,943ha 14 市町村 4,218ha 17 市町村 4,404ha 17 市町村     （４）中山間地域での農業生産活動への支援（４）中山間地域での農業生産活動への支援（４）中山間地域での農業生産活動への支援（４）中山間地域での農業生産活動への支援    （農村振興課）    生産条件が不利な中山間地域等において、集落の複数農業者が締結する協定に基づき 5 年以上継続して行う農業生産活動に対して、市町村補助を通して支援。  H24 H25 H26 H27 H28 対象面積 市町村数 2,757ha 14 市町村 2,758ha 14 市町村 2,758ha 14 市町村 2,723ha 14 市町村 2,726ha 14 市町村  （５）スイス型森林管理の推進（５）スイス型森林管理の推進（５）スイス型森林管理の推進（５）スイス型森林管理の推進    （新たな森林管理体制準備室） 森林の持つ 4 つの機能（生産、防災、生物多様性、レクレーション）に着目し、スイスの森林管理を参考として奈良型の森林環境管理制度の確立・展開を目指している。平成 27年 4 月にスイスベルン州と友好提携協定を締結した後、森林管理分野でも交流等を図り、平成 28 年 11 月には、リース林業教育センターと技術・情報交換及び人材交流についての覚書を締結した。平成 29 年度については、リース林業教育センターから実習生を受け入れるなど人材交流・情報交換を図るとともに、スイスを手本とした林業教育機関の設立検討や森林の恒続林化に向けた実証実験に着手した。   
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（（（（６６６６））））森林等の多面的機能の保全森林等の多面的機能の保全森林等の多面的機能の保全森林等の多面的機能の保全    （森林整備課）    平成 26 年度から、奈良県林業改良普及協会が推進母体となり、県と協働して地域住民、森林所有者等が協力して実施する里山林の保全、森林資源の利活用、森林環境教育・研修活動等の取組を促進。  H26 H27 Ｈ28 実施団体数 35 48 51  （７）自然環境の保全と再生（７）自然環境の保全と再生（７）自然環境の保全と再生（７）自然環境の保全と再生    ①春日山原始林の保全①春日山原始林の保全①春日山原始林の保全①春日山原始林の保全    （奈良公園室）     国の特別天然記念物及び世界遺産に登録されている「春日山原始林」の保全・再生のため、「春日山原始林保全計画」（平成 28 年度策定）に基づき、ナラ枯れの予防対策や植生保護柵の設置・モニタリング調査、後継樹の育成、外来樹種の駆除などに取り組んでいる。          ②ナラ枯れ対策②ナラ枯れ対策②ナラ枯れ対策②ナラ枯れ対策    （森林整備課） ※森林環境税事業    平成 22 年度に奈良市でナラ枯れ被害が確認されて以降、県中部・東部にもその被害が拡大。平成23 年度から、ナラ枯れ被害を防ぐため、市町村が実施する被害木の伐倒、燻蒸やビニール被覆などの防除対策を支援・促進（県補助）。      H24 H25 H26 H27 Ｈ28 実施市町村（県補助）  奈良市 生駒市  奈良市  奈良市 生駒市  奈良市 生駒市 奈良市 大和郡山市 橿原市 生駒市 王寺町  （８）施業放置林・環境保全林の整備促進（８）施業放置林・環境保全林の整備促進（８）施業放置林・環境保全林の整備促進（８）施業放置林・環境保全林の整備促進 （森林整備課） ※森林環境税事業  H24 H25 H26 H27 H28 H32（目標） 施業放置林における強度間伐面積累計（ha） 5,772 6,737 7,510 8,202 8,913 12,000       
 

 

 

 

 

施業放置林（県内事例） 強度間伐林（県内事例） 
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ⅡⅡⅡⅡ    清流清流清流清流の保全と復活の保全と復活の保全と復活の保全と復活    

【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】    人々の暮らしや多様な動植物の生命の源である「清らかで豊かな水」を守り、育むため、生活排水の浄化等による水質の維持・改善に、保水・利水等の視点を加えた「健全な水循環の構築」を目指して、施策の総合的な展開を図ります。また、やすらぎと和らぎを感じることのできる水辺の空間づくりとして、地域で守り再生させる取組も促進します。重点的な取組として、大和川の水質の全国ワースト上位ランキングからの脱却を図ります。そのため、大和川の水質を、人々の暮らしや産業活動のあり方がそのまま連動して表れてくる“地域の環境を映す鏡”として捉え、上流域から中・下流域における多様な主体による広域的なネットワークにより、水質の改善に一層重点的に取り組むとともに、きれいな水辺環境づくりを目指します。  
【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】    指標設定の趣旨 指標項目 現況値 目標値 Ｈ32 小施策 H26 H27 H28 清 ら か で 安全な水環境を 評 価 す る指 標 と し て活用 水系毎の 環境基準達成率  （達成箇所数／測定箇所数） 

大和川水系 85.7% （18／21） 90.5% （19／21） 90.5% （19／21） 100% 
水 質 の 維持・改善 淀川水系 85.7% （24／28） 71.4% （20／28） 67.9% （19／28） 100% 紀の川水系 80.0% （4／5） 100% （5／5） 100% （5／5） 100% 新宮川水系 100% （10／10） 90.0% （9／10） 90.0% （9／10） 100% 生活排水対策の進捗を評価する指標 と し て 活用 汚水処理人口普及率 87.5% 87.7% 88.8% 92.0% 下水汚泥エネルギー化率 21% 21% 21% 38% （H31） 水源の保水能力を評価する指標として活用 水源かん養保安林の面積 63,243 ha 63,291 ha 63,315ha 67,334 ha 水量の確保と保水力の維持・向上            20%40%60%80%100%

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
環境基準達成率

各水系の環境基準達成率の推移
大和川 淀川 紀の川 新宮川（出所：環境政策課） 5060708090100

0.01.02.03.04.05.0
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

汚水処理人口普及率（％）
ＢＯＤ平均値（rmg/ℓ）

各水系のBOD値と汚水処理人口普及率の推移
大和川 淀川紀の川 新宮川汚水処理人口普及率 （出所：環境政策課）
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【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】    

１．水質の維持・改善１．水質の維持・改善１．水質の維持・改善１．水質の維持・改善    １－１１－１１－１１－１大和川の水質改善大和川の水質改善大和川の水質改善大和川の水質改善            水質汚濁の原因の約 73％が家庭からの生活排水である大和川の水質改善を図るため、下水道、合併浄化槽等の整備及び適正な維持管理を促進するとともに、大和川水質マップや関連イベント等を通して、流域住民等の「川をきれいにする」意識の醸成を図っている。     （１）公共下水道の整備・接続促進（１）公共下水道の整備・接続促進（１）公共下水道の整備・接続促進（１）公共下水道の整備・接続促進 （下水道課） 【【【【下水道普及率下水道普及率下水道普及率下水道普及率    】】】】    ※県全体は住民基本台帳人口ベースの、大和川水系は下水道全体計画区域内人口ベースの数値  H24 H25 H26 H27 H28 県 全 体（単位：％） 76.1 77.0 78.2 78.9 79.3 大和川水系（単位：％） 80.1 81.0 82.3 82.9 83.5 平成 27年度から、市町村が実施する下水道接続促進員による接続促進を支援（県補助）。 平成 27年度は、橿原市・生駒市（2 市とも平成 28 年度継続）、平成 28 年度新規は奈良市、  平成 29 年度は奈良市・橿原市のみ継続。  （２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進（２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進（２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進（２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進 （環境政策課） 市町村が実施する合併浄化槽設置補助を支援（県補助）するとともに、合併浄化槽の適正な維持管理（保守点検・清掃・法定検査の実施等）を促進するため、チラシや県ホームページによる普及啓発を実施している。なお、大和川流域の法定検査の受検率は、平成 28 年度は 11.6％となっており、全国平均の 39.4％（H27）、県平均の 17.6％を下回っている。  H24 H25 H26 H27 H28 合併浄化槽補助実施市町村数（県補助） 合併浄化槽設置基数 7 市町 158 基 7 市町 149 基 7 市町 135 基 7 市町 154 基 8 市町※ 159 基 単独浄化槽数（流域 23 市町村） 70,138 基 68,595 基 67,467 基 66,494 基 65,352 基 ※実施８市町：奈良市、橿原市、桜井市、生駒市、平群町、斑鳩町、高取町、御所市（H28 新規）   （３）重点対策支川の対策促進（３）重点対策支川の対策促進（３）重点対策支川の対策促進（３）重点対策支川の対策促進    （環境政策課、河川課、下水道課） 水質改善が遅れている 8 支川（菩提川、菰川、富雄川、土庫川、高田川、三代川、岡崎川、葛城川）を「重点対策支川」とし、BOD目標値を 5㎎／ℓに設定して、汚水処理施設（下水道、合併浄化槽等）への接続を促進するとともに、「川を汚さない暮らしの実践」の普及啓発に努める。 平成 29 年度は、高田川・土庫川・葛城川での水質改善・きれいな水辺空間づくりを進めていくため、流域市町（大和高田市、広陵町）と県で構成する県・市町担当課長会議を設置し（平成 29 年６月） 、高田川等流域の現状分析・課題抽出を行った。また、平成 29 年 12 月には、自治会や商工関係等の団体、行政、有識者で構成する「大和川重点対策部会」（大和高田・広陵エリア）（「きれいに暮らす奈良県スタイル」推進協議会の専門部会）を立ち上げ、「地域実践計画」の策定に向けた検討事項について共有・認識を図った。引き続き、部会での検討・議論を深めながら実践計画の策定を進め、汚水処理施設の整備・接続促進や浄化槽の適正管理等、実践活動の誘発・促進に取り組んでいく。   
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（４）（４）（４）（４）「水質の見える化」による啓発「水質の見える化」による啓発「水質の見える化」による啓発「水質の見える化」による啓発    （環境政策課）    公共用水域水質測定計画等に基づき、国、県、奈良市が実施する水質検査（BOD 値、Ｈ28：70地点）の結果から、主な地点のデータをマップから「見える化マップ」を作成し、普及啓発のツールとして活用している。                                                                              

～1.0mg/ℓ
1.1～2.0mg/ℓ
5.1mg/ℓ～2.1～3.0mg/ℓ
3.1～4.0mg/ℓ
4.1～5.0mg/ℓ大和川水質マップ（H２８ ＢＯＤ７５％値） 

大和川水質マップ（H２１ ＢＯＤ７５％値） 
額田部高橋（4.4mg/ℓ）上吐田（上吐田（上吐田（上吐田（4.2mg/ℓ4.2mg/ℓ4.2mg/ℓ4.2mg/ℓ）））） 大和川（初瀬川）布留川

寺川飛鳥川曽我川
菩提川佐保川

土庫川葛城川高田川

菰川秋篠川岡崎川富雄川三代川竜田川信貴川 流末（8.5mg/ℓ）流末（6.3mg/ℓ）流末（7.5mg/ℓ）
滝川葛下川 小柳橋（2.8mg/ℓ）

流末（8.7mg/ℓ） 流末（7.0mg/ℓ）枯木橋（6.3mg/ℓ）流末（6.9mg/ℓ）里合橋（5.0mg/ℓ） 保田橋（3.9mg/ℓ） 吐田橋（4.4mg/ℓ）弋鳥橋（7.2mg/ℓ）流末（7.9mg/ℓ）竜田大橋（4.0mg/ℓ）栄橋（23mg/ℓ）香滝橋（3.6mg/ℓ）だるま橋（4.2mg/ℓ）畠下橋（4.4mg/ℓ） 御幸大橋（御幸大橋（御幸大橋（御幸大橋（3.1mg/ℓ3.1mg/ℓ3.1mg/ℓ3.1mg/ℓ））））藤井（藤井（藤井（藤井（3.2mg/ℓ3.2mg/ℓ3.2mg/ℓ3.2mg/ℓ））））
観音橋（7.2mg/ℓ） みどり橋（1.6mg/ℓ）初瀬取入口（2.2mg/ℓ）
三条高橋（0.8mg/ℓ）

立石橋（1.9mg/ℓ）甘樫橋（1.9mg/ℓ）曽我川橋（2.０mg/ℓ）
昭和大橋（3.0mg/ℓ）芝（3.6mg/ℓ）

細井戸橋（5.9mg/ℓ）
菰川橋南詰（6.0mg/ℓ）

還元橋（2.3mg/ℓ）興仁橋（4.1mg/ℓ）今里橋（4.4mg/ℓ）神道橋（1.6mg/ℓ）西新堂橋（4.6mg/ℓ）大字藤森（2.2mg/ℓ）
下流大阪府 太子橋（太子橋（太子橋（太子橋（4.5mg/ℓ4.5mg/ℓ4.5mg/ℓ4.5mg/ℓ））））富本橋（4.2mg/ℓ）東橋（2.７mg/ℓ）いわれ橋（4.0mg/ℓ）桜橋（1.9mg/ℓ）青垣園北詰（8.5mg/ℓ）東室北詰（1.8mg/ℓ）

高樋橋（3.7mg/ℓ）大和田橋（2.0mg/ℓ）小泉南詰（5.2mg/ℓ）熊白梼橋（4.4mg/ℓ）新椿井橋（3.5mg/ℓ）
大谷（2.9mg/ℓ）

地蔵院川流末（8.0mg/ℓ）

いわれ橋（2.3mg/ℓ）曽我川橋（3.1mg/ℓ） 立石橋（1.4mg/ℓ）興仁橋（2.8mg/ℓ）
額田部高橋（3.6mg/ℓ）上吐田（上吐田（上吐田（上吐田（4.2mg/ℓ4.2mg/ℓ4.2mg/ℓ4.2mg/ℓ）））） 大和川（初瀬川）布留川

寺川飛鳥川曽我川
菩提川佐保川

土庫川葛城川高田川

菰川秋篠川岡崎川富雄川三代川竜田川信貴川 流末（3.1mg/ℓ）流末（3.5mg/ℓ）流末（3.9mg/ℓ）
滝川葛下川 小柳橋（2.5mg/ℓ）

流末（6.9mg/ℓ） 流末（2.3mg/ℓ）枯木橋（5.6mg/ℓ）流末（4.3mg/ℓ）里合橋（3.3mg/ℓ） 保田橋（3.0mg/ℓ） 吐田橋（2.8mg/ℓ）太子橋（太子橋（太子橋（太子橋（3.6mg/ℓ3.6mg/ℓ3.6mg/ℓ3.6mg/ℓ））））弋鳥橋（4.2mg/ℓ）流末（9.6mg/ℓ）竜田大橋（4.0mg/ℓ）栄橋（2.7mg/ℓ）香滝橋（4.2mg/ℓ）だるま橋（3.8mg/ℓ）畠下橋（3.7mg/ℓ） 御幸大橋（御幸大橋（御幸大橋（御幸大橋（2.8mg/ℓ2.8mg/ℓ2.8mg/ℓ2.8mg/ℓ））））藤井（藤井（藤井（藤井（3.1mg/ℓ3.1mg/ℓ3.1mg/ℓ3.1mg/ℓ））））
観音橋（4.9mg/ℓ） みどり橋（1.2mg/ℓ）初瀬取入口（1.7mg/ℓ）
三条高橋（1.0mg/ℓ）芝（2.0mg/ℓ）熊白梼橋（2.8mg/ℓ） 菰川橋南詰（3.1mg/ℓ）

還元橋（2.9mg/ℓ）今里橋（2.4mg/ℓ）神道橋（1.5mg/ℓ）西新堂橋（3.0mg/ℓ）大字藤森（1.8mg/ℓ）
下流大阪府 青垣園北詰（6.1mg/ℓ）東室北詰（1.3mg/ℓ）

高樋橋（1.6mg/ℓ）大和田橋（1.6mg/ℓ）小泉南詰（2.7mg/ℓ）新椿井橋（1.8mg/ℓ）
大谷（2.7mg/ℓ） 富本橋（2.3mg/ℓ）東橋（2.2mg/ℓ）桜橋（1.1mg/ℓ）

流末（2.5mg/ℓ） 地蔵院川昭和大橋（3.3mg/ℓ）
細井戸橋（5.8mg/ℓ） 甘樫橋（1.1mg/ℓ）
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（５）（５）（５）（５）下水汚泥の減量化とエネルギー活用下水汚泥の減量化とエネルギー活用下水汚泥の減量化とエネルギー活用下水汚泥の減量化とエネルギー活用 （下水道課） 下水汚泥の資源化（エネルギー利用）、埋立処分量の減量化を図るため、第二浄化センターにおいて、汚泥減量化施設及びバイオガス発電設備（汚泥減量化施設から発生するメタンガスを活用）の整備について検討を行っている。  （６）多様な主体による広域ネットワークの促進（６）多様な主体による広域ネットワークの促進（６）多様な主体による広域ネットワークの促進（６）多様な主体による広域ネットワークの促進    （環境政策課、森林整備課、河川課、下水道課）     ○「奈良県山の日・川の日条例（平成 20 年 7月 11日公布・施行）」の制定趣旨でもある清流の復活に向けて、国、県、市町村、企業、流域住民等が連携して「大和川清流復活ネットワーク」を設置（平成 20 年 11 月）するなど、大和川の水質改善に向けた様々な計画・実施を推進。  ○環境イベントの実施  ・大和川水質改善強化月間（２月） 大和川清流復活ネットワークの構成員等が流域各地で街頭啓発活動等を実施。   ・大和川一斉清掃 毎年 3 月に、流域の各地域において、国・県・市町村と地域住民・民間団体・企業等が連 携して、一斉清掃を実施。平成 28 年度は約 9,100人参加（89 団体参加）  ・「奈良県山の日・川の日（７月第 3 月曜日）、山と川の月間（7～8 月）」関連イベント 毎年 7～8 月に、国、市町村、団体等と連携して啓発・体験型イベントを実施（みんなの かっぱ教室（水生生物観察など）、あつまれ！あおがき探検隊（ダム見学など）、大和川源 流体験ツアー、川の清掃デーなど）。                                                                                     

川の清掃デー（H29.7） みんなのかっぱ教室（H29.7） 大和川一斉清掃（H29.3） 
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１－２１－２１－２１－２    清流吉野川の保全清流吉野川の保全清流吉野川の保全清流吉野川の保全    吉野川の自然や清流を守るため、流域の市町村や地域住民等と連携して、環境イベント等の啓発活動を実施。     （１）吉野川マナーアップキャンペーンの実施（１）吉野川マナーアップキャンペーンの実施（１）吉野川マナーアップキャンペーンの実施（１）吉野川マナーアップキャンペーンの実施 （環境政策課） 毎年、7月第 4土曜日を統一行動日として、県・市町村職員、地元ボランティア等が協働で、レジャー客等にごみの持ち帰りの呼びかけを行うとともに、河川清掃を実施。 参加市町村：五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、川上村、東吉野村     （２）「吉野川を守る会」河川愛護キャンペーンの実施（２）「吉野川を守る会」河川愛護キャンペーンの実施（２）「吉野川を守る会」河川愛護キャンペーンの実施（２）「吉野川を守る会」河川愛護キャンペーンの実施 （景観・自然環境課） 毎年 8 月に、「吉野川を守る会」の構成団体（県、流域 7 市町村、関係機関・団体）が連携して、流域のキャンプ場等を巡回して、河川美化の呼びかけを実施。（※平成 29 年度は荒天のため中止）         １－３１－３１－３１－３    生活排水対策の推進生活排水対策の推進生活排水対策の推進生活排水対策の推進    河川の水質汚濁の主要因である家庭からの生活排水対策を推進するため、下水道、合併浄化槽等の整備及び適正な維持管理を促進。     （１）公共下水道の整備（１）公共下水道の整備（１）公共下水道の整備（１）公共下水道の整備 （下水道課） 【下水道普及率（単位：％）】【下水道普及率（単位：％）】【下水道普及率（単位：％）】【下水道普及率（単位：％）】    ※県全体は住民基本台帳人口ベースの、各水系は下水道全体計画区域内人口ベースの数値  H24 H25 H26 H27 H28 県 全 体 76.1 77.0 78.2 78.9 79.3 大和川水系 80.1 81.0 82.3 82.9 83.5 淀川水系 94.1 93.9 93.7 93.6 93.6 紀の川水系 64.7 66.8 68.2 69.5 67.9 新宮川水系 100 100 100 100 100   （２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進（２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進（２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進（２）合併浄化槽の整備・適正な維持管理の促進 （環境政策課） 市町村が実施する合併浄化槽設置補助を支援（県補助）するとともに、合併浄化槽の適正な維持管理（保守点検・清掃・法定検査の実施等）を促進するため、チラシや県ホームページによる普及啓発を実施している。なお、法定検査の受検率は、平成 28 年度は 17.6％となっており、全国平均の 39.4％（H27）を下回っているのが現状。  H24 H25 H26 H27 H28 合併浄化槽補助実施市町村数（県補助） 合併浄化槽設置基数 19 市町 338 基 19 市町 326 基 19 市町 287 基 19 市町 303 基 21 市町 279 基 単独浄化槽数 76,459 基 74,822 基 73,607 基 72,575 基 71,374 基    
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２．２．２．２．水量水量水量水量のののの確保と確保と確保と確保と保水力の保水力の保水力の保水力の維持・維持・維持・維持・向上向上向上向上    ２－１２－１２－１２－１森林の保水機能の維持・回復森林の保水機能の維持・回復森林の保水機能の維持・回復森林の保水機能の維持・回復                    （１）（１）（１）（１）施業放置林・環境保全林の整備促進施業放置林・環境保全林の整備促進施業放置林・環境保全林の整備促進施業放置林・環境保全林の整備促進 （再掲 7ページ参照）      （２）（２）（２）（２）スイス型森林管理の推進スイス型森林管理の推進スイス型森林管理の推進スイス型森林管理の推進    （再掲 6 ページ参照）     （３）（３）（３）（３）森林等の多面的機能の保全森林等の多面的機能の保全森林等の多面的機能の保全森林等の多面的機能の保全    （再掲 7 ページ参照）         ２－２２－２２－２２－２    都市・農村における保水力の向上都市・農村における保水力の向上都市・農村における保水力の向上都市・農村における保水力の向上    （１）（１）（１）（１）ため池の多面的機能の活用ため池の多面的機能の活用ため池の多面的機能の活用ため池の多面的機能の活用    （農村振興課、河川課）    大和川流域の市街地に降った雨水が河川に一気に流れ出すことを抑えるため、堤体の盛り土整備や余水吐の改修など、ため池の治水利用を促進（県補助）。  H25 H26 H27 H28 ため池利用よる治水対策量（m3） （ ）は累計 1,115 （1,269,137） 9,570 （1,278,707） 19,446 （1,298,153） 15,107 （1,313,260） 実施市町村（県補助） 大和高田市 広陵町 天理市 生駒市 香芝市 広陵町 奈良市 御所市 生駒市 香芝市 上牧町 広陵町 大和郡山市 御所市 生駒市 斑鳩町 上牧町     （２）（２）（２）（２）雨水貯留浸透雨水貯留浸透雨水貯留浸透雨水貯留浸透のののの施設整備施設整備施設整備施設整備    （河川課）    大和川流域の市街地に降った雨水の地下浸透を促し、河川に一気に流れ出すことを抑えるため、市町村が実施する公共施設等での雨水貯留浸透施設（透水性舗装、地下貯留、校庭貯留等）の整備を促進（県補助）。  H25 H26 H27 H28 雨水貯留浸透施設よる治水対策量（m3） （ ）は累計 3,587 （147,271） 227 （147,498） 8,390 （155,888） ― 実施市町村（県補助） 天理市 橿原市 生駒市 大和郡山市 天理市 橿原市 生駒市 大和高田市 天理市 生駒市 香芝市 田原本町 ―  （３）（３）（３）（３）農地の保水機能の保全農地の保水機能の保全農地の保水機能の保全農地の保水機能の保全 （農村振興課）    大和川流域の市街地での浸水被害の軽減を目的として、水田に降った雨を一時的に貯める「水田貯留」（田んぼダム）の普及拡大を図るため、平成 25 年度から、市町村と地元集落との協定締結のもと、県や市町村が流出調整板・排水桝等の施設整備を推進。 実施市町村：田原本町（平成 25 年度～）、大和高田市・桜井市・広陵町（平成 27年度～）、       橿原市・斑鳩町（平成 28 年度～） 
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２－３２－３２－３２－３    環境用水の導入検討・促進環境用水の導入検討・促進環境用水の導入検討・促進環境用水の導入検討・促進    （河川課）     ○○○○菰川菰川菰川菰川（奈良市内）の環境導水（奈良市内）の環境導水（奈良市内）の環境導水（奈良市内）の環境導水    環境用水として、佐保川から農業用水を導水（平成 21 年度～）するとともに、平成 24 年度から、農業用井戸からの導水実験を開始。 BOD値は、H20：9.2mg/ℓから H28：3.5mg/ℓに改善。     ○○○○菩提川（菩提川（菩提川（菩提川（奈良市内奈良市内奈良市内奈良市内））））の環境導水の環境導水の環境導水の環境導水    環境用水として、地下水を導水（平成 23 年度～）することにより、BOD 値は、H20：7.8mg/ℓから H28：3.1mg/ℓに改善。  
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ⅢⅢⅢⅢ    低炭素低炭素低炭素低炭素社会の実現社会の実現社会の実現社会の実現    

【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】    自然災害だけでなく、人々の健康や生態系などにも影響を及ぼす地球温暖化対策として、県内温室効果ガス排出量の約 95%を占める二酸化炭素の排出削減対策が重要な課題となっています。そのため、熱エネルギーや未利用エネルギーなどの再生可能エネルギーのさらなる利活用を図るとともに省エネ・節電スタイルの推進・定着を促します。また、森林面積が県土面積の約８割を占める本県の特性を活かし、二酸化炭素の吸収源となる森林の整備・保全に取り組むことにより、産業の活性化を図り、持続可能な地域づくりを促進します。  
【指標評価（現況・目標【指標評価（現況・目標【指標評価（現況・目標【指標評価（現況・目標値）】値）】値）】値）】    指標設定の趣旨 指標項目 現況値 目標値 Ｈ32 小施策 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 温室効果ガスの削 減 対 策 の 進捗を評価する指標として活用 温室効果ガス排出削減率 （目標値の基準年：H25） ― （H25） 0.1%増 （H26） 算定中 （H27） 30.9%減 （H42） 

温室効果ガスの排出削減 
森林環境教育指導者養成 研修受講者数 2,895 人 3,396 人 3,924 人 4,500 人 ストップ温暖化推進員の 委嘱者数 177 人 177 人 188 人 250 人 省エネ・節電の取組の進捗を評価する指標として活用 年間電力使用量低減率 （基準年：H26） ― 2.5% 2.8% 3.5% （H30） 再生可能エネルギー導入の進捗を評価する指標として活用 再生可能エネルギー 導入量 240,954 kW 330,338 kW 403,286 kW 385,526 kW （H30） 木質バイオマスエネルギー利用量 18,729 t 33,220 t 84,070 t 40,000 t 二酸化炭素吸収源となる森林整備の進捗を評価する指標として活用 施業放置林における強度 間伐の面積 7,510 ha 8,202 ha 8,913ha 12,000 ha 二 酸 化 炭素 吸 収 源の整備 県民等の募金による植樹の本数 8,197本 9,378本 10,064本 10,000本 
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【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】    

１．温室１．温室１．温室１．温室効果ガスの効果ガスの効果ガスの効果ガスの排出排出排出排出削減削減削減削減 １－１１－１１－１１－１省エネ・節電等の推進省エネ・節電等の推進省エネ・節電等の推進省エネ・節電等の推進    （１）「奈良の省エネ（１）「奈良の省エネ（１）「奈良の省エネ（１）「奈良の省エネ・・・・節電スタイル」の推進節電スタイル」の推進節電スタイル」の推進節電スタイル」の推進    （エネルギー政策課）    奈良県節電協議会（H23.7設立）の枠組みを 通じての夏と冬の節電キャンペーンの実施や、年 間を通じた奈良の節電スタイルの提案等により、 県内の電力使用量について、第 1次エネルギービ ジョンの目標である「平成 22 年度の電力使用量 から 5%削減した状態を平成 27年度まで維持する こと」を平成 23 年度以降の各年度で達成した。 平成 28 年度からは、第２次エネルギービ ジョン（平成 27年度策定）の目標である「平成 30 年 度の電力使用量を平成 26 年度比で 3.5%低減」の達成を目指し、一層の省エネ・節電の取組を促進。 （平成 28 年度 電力使用量削減率（平成 26 年度比）：2.8%）  （２）奈良県庁（２）奈良県庁（２）奈良県庁（２）奈良県庁ストップ温暖化実行計画（第ストップ温暖化実行計画（第ストップ温暖化実行計画（第ストップ温暖化実行計画（第 4444 次次次次    H28H28H28H28～～～～H32H32H32H32））））のののの推進推進推進推進    （環境政策課） 地球温暖化防止に向け、県自らが率先した取組を進めるため、平成 28 年 3 月に「奈良県庁ストップ温暖化実行計画」を策定し、省エネ・節電、廃棄物の削減、省資源の推進等に取り組んでいる。 ■■■■第第第第 4444 次計画次計画次計画次計画（（（（H28H28H28H28～～～～）実績）実績）実績）実績     H25 （基準年度） H28 削減率（対基準年） 結果 目標（H32） 温室効果ガス排出量（kg） 30,082,250 28,908,543 △3.9% △16%  （（（（３３３３））））県内事業所等が取り組む省エネ・節電対策への支援県内事業所等が取り組む省エネ・節電対策への支援県内事業所等が取り組む省エネ・節電対策への支援県内事業所等が取り組む省エネ・節電対策への支援    （エネルギー政策課、環境政策課）    県内に事業所を有する中小企業者や医療・福祉法人が実施する効果的な省エネ設備導入等整備（高効率の空調・照明設備、断熱性能の高い壁材等）を支援・促進（県補助）。  H25 H26 H27 H28 県補助件数 （ ）は累計 8 ７ （15） 14 （29） 14 （43）  県内事業所に対して、環境省登録の環境カウンセラーを「CO2削減アドバイザー」として派遣し、CO2削減計画の策定等具体的な省エネ・環境対策の取組を支援。     H24 H25 H26 H27 H28 派遣件数 （ ）は累計 5 （28） 4 （32） 5 （37） 4 （41） 4 （45）  地域での自発的な環境保全活動を促進するため、環境アドバイザー（知事委嘱）を講演会や研修会に派遣。 
  H24 H25 H26 H27 H28 派遣回数 1 1 2 3 5 研修会等受講者数 100 100 126 139 133 

100100100100 97.597.597.597.5 97.297.297.297.2 96.596.596.596.590929496
98100

H26 H27 H28 H30（目標）
（%） 【電力使用量（H26年度比）】

エネルギー政策課調べ
目標：H26 比 ▲3.5% 
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１１１１－２－２－２－２    再生可能エネルギーの活用再生可能エネルギーの活用再生可能エネルギーの活用再生可能エネルギーの活用    （１）（１）（１）（１）木質バイオマスエネルギーの導入促進木質バイオマスエネルギーの導入促進木質バイオマスエネルギーの導入促進木質バイオマスエネルギーの導入促進    （エネルギー政策課、奈良の木ブランド課） 平成 24 年度から、木質バイオマス利用促進のため、木質ペレット製造に係る実証実験（コスト削減の検討など）やペレットストーブ等の導入補助を実施。また、平成 27 年 12 月には、県内初の木質バイオマス発電所（大淀町内、発電規模：6,500kw／h）が稼働。     H24 H25 H26 H27 H28 ペレットストーブ等導入補助台数 （ ）は累計 2 22 （24） 13 （37） 13 （50） 11 （61）             （（（（２２２２））））再生可能エネルギーの導入促進再生可能エネルギーの導入促進再生可能エネルギーの導入促進再生可能エネルギーの導入促進  ①①①①小水力発電小水力発電小水力発電小水力発電施設整備の促進（県補助）施設整備の促進（県補助）施設整備の促進（県補助）施設整備の促進（県補助）    （エネルギー政策課） 葛城市水道局による施設整備が平成 29 年 3 月に、また、東吉野小水力発電株式会社による施設整備が平成 29 年６月に竣工。         ②②②②農村資源（水路・ため池等）活用による再生可能エネルギー導入調査や施設整備の促進（県補助）農村資源（水路・ため池等）活用による再生可能エネルギー導入調査や施設整備の促進（県補助）農村資源（水路・ため池等）活用による再生可能エネルギー導入調査や施設整備の促進（県補助）農村資源（水路・ため池等）活用による再生可能エネルギー導入調査や施設整備の促進（県補助）                                                                                                                                                                                                                            （農村振興課）     H25 H26 H27 H28 実施団体 倉橋ため池土地改良区 （太陽光発電施設） 大和平野土地改良区 （太陽光発電施設） 大和高原北部土地改良区 （小水力発電施設） 大和平野土地改良区 （太陽光発電施設） 五條吉野土地改良区 （小水力発電施設の導入検討調査）  ③グリーンニューディール③グリーンニューディール③グリーンニューディール③グリーンニューディール基金基金基金基金を活用を活用を活用を活用しししした施設整備の促進た施設整備の促進た施設整備の促進た施設整備の促進    （エネルギー政策課） 避難所や病院などの防災拠点や水道インフラ等が災害発生時に機能維持できるよう、グリーンニューディール基金を活用して、市町村等による再生可能エネルギーを使った自立分散型エネルギーシステムの導入を促進（実施年度：平成 26～28 年度）。 【実施主体別 施設数】  県有施設 市町村等施設 民間施設 計 施設数 4 51 0 55 【導入設備別 施設数等】 設備の種類 県有施設 市町村等施設 計 総容量等実績値 太陽光発電＋蓄電池 2 35 37 （太陽光）501ｋW （蓄電池）636ｋWh 太陽熱温水器 0 5 5 2,770L 小水力発電 1 0 1 40ｋW ソーラー街路灯 1 23 24 157 基（太陽光発電出力 18ｋW） 木質バイオマス暖房設備 0 17 17 （ペレットストーブ）18 基 （ペレットボイラー）1 基 ※施設数は重複あり     
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（（（（３３３３））））県施設における再生可能エネルギーを活用した発電施設の整備県施設における再生可能エネルギーを活用した発電施設の整備県施設における再生可能エネルギーを活用した発電施設の整備県施設における再生可能エネルギーを活用した発電施設の整備    （水道局、税務課）  ○太陽光発電施設：御所浄水場（H17）、郡山・橿原総合庁舎（H28）  ○小水力発電施設：広域水道センター（H19）、桜井浄水場（H22）、御所浄水場（H29）   （４）（４）（４）（４）家庭・事業所等の自立分散型エネルギーの導入促進家庭・事業所等の自立分散型エネルギーの導入促進家庭・事業所等の自立分散型エネルギーの導入促進家庭・事業所等の自立分散型エネルギーの導入促進    （エネルギー政策課）    平成 26 年度から、スマートハウス普及促進事業として、住宅等での太陽光発電設備の導入と併せた蓄電池・V2H・エネファームの設置等を支援（県補助）。     H26 H27 H28 県補助件数  （ ）は累計 445 681 （1,126） 344 （1,470）                                 ※ただし、平成 28 年度から HEMS の設置は対象外  県内の事業所に対しても、平成 26 年度から、熱利用の促進を図るため、「地中熱等利用システム」（～平成 28 年度）や「太陽熱温水器等」、「コージェネレーションシステム」の設置を促進（県補助）。      （５）再生可能エネルギーを活用する中小企業向け融資制度の実施（５）再生可能エネルギーを活用する中小企業向け融資制度の実施（５）再生可能エネルギーを活用する中小企業向け融資制度の実施（５）再生可能エネルギーを活用する中小企業向け融資制度の実施 （地域産業課） 中小企業者等において、再生可能エネルギーを活用した設備や省エネ設備の導入を促進するため、「新エネルギー等対策資金」（平成 24 年度創設）による制度融資を実施。   １１１１－－－－３３３３    自動車等の移動発生源対策自動車等の移動発生源対策自動車等の移動発生源対策自動車等の移動発生源対策    （１）エ（１）エ（１）エ（１）エコカコカコカコカーの導入促進ーの導入促進ーの導入促進ーの導入促進    （管財課、環境政策課）    地球温暖化防止対策の一環として、二酸化炭素排出抑制及び化石燃料の消費抑制を図るため、県公用車をエコカーに順次更新しており、平成 29 年 10 月末現在、警察車両等を除いた 574台のうち、87台のエコカー（ハイブリッド車 83台、電気自動車 4台）を導入。  （２）（２）（２）（２）電気自動車等の電気自動車等の電気自動車等の電気自動車等の普及普及普及普及促進促進促進促進    （エネルギー政策課）    電気自動車等の一層の普及に向け、「奈良県県次世代自動車充電インフラ整備計画」（平成 29 年３月改定）に基づき、民間事業者等による電気自動車等の充電設備の整備を促進。平成 32 年度末までに経路充電で 10 箇所（10 基（急速充電器のみ））、目的地充電で 171 箇所（181 基）の新設を目指す。 
 県は、県庁正面広場及び橿原総合庁舎に各 1台、急速充電器を設置（H27.2.2～供用中）。 <利用実績>  無 料 期 間（H27.2.2～H27.5.31）：本庁舎 38回、橿原総合庁舎 79回 有料化以降（H27.6.1～H29.7.31）：本庁舎 593回、橿原総合庁舎 364回       

  実績 （～H29.3） 計画目標 （H32） 経路充電（長距離移動での電欠回避のための充電） 94 箇所 （117 基） 104 箇所 （127 基） 目的地充電（滞在先での駐車時間を活用した充電） 103 箇所 （125 基） 274 箇所 （306 基） 急速充電設備（県本庁舎） 
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（３）水素ステーションの県内導入可能性の検討（３）水素ステーションの県内導入可能性の検討（３）水素ステーションの県内導入可能性の検討（３）水素ステーションの県内導入可能性の検討    （エネルギー政策課）    平成 28 年 8 月に、国の「下水処理場における水素製造・利用に係る実現可能性調査」において 県がモデル地域に採択され、第二浄化センターにおける水素ステーション等の事業性シミュレーションなどの調査が行われた。  （４）交通円滑化対策の推進（４）交通円滑化対策の推進（４）交通円滑化対策の推進（４）交通円滑化対策の推進    （道路環境課）    ①①①①周周周周遊遊遊遊観観観観光バ光バ光バ光バス「ス「ス「ス「ぐぐぐぐるるるるっっっっととととババババス」ス」ス」ス」のののの運運運運行行行行    観光シーズン等の道路渋滞を緩和するとともに、観光客が快適に奈良を周遊してもらえるよう、奈良公園や平城宮跡をはじめとする観光拠点と鉄道駅を結ぶ「ぐるっとバス」を運行。平成 29 年度は、前年度と同様に年間を通した土日祝日及び観光シーズンやイベント開催時の平日運行（151日）を実施。     ②②②②パパパパークアンークアンークアンークアンドラドラドラドライイイイドドドドのののの実施実施実施実施        観光シーズンに奈良公園周辺等へのマイカー等の流入を抑制し、道路渋滞の緩和を図るため、国道 24 号高架下を駐車場とするパークアンドライドを実施。平成 29 年度は観光シーズンの春と秋に 21日間実施。    
２．二酸化炭素２．二酸化炭素２．二酸化炭素２．二酸化炭素吸収源の整備吸収源の整備吸収源の整備吸収源の整備     ２２２２－１－１－１－１    健全な森林の整備健全な森林の整備健全な森林の整備健全な森林の整備    （１）（１）（１）（１）施業放置林・環境保全林の整備促進施業放置林・環境保全林の整備促進施業放置林・環境保全林の整備促進施業放置林・環境保全林の整備促進    （森林整備課）（再掲 7 ページ参照）     （２）（２）（２）（２）県産材の利用促進県産材の利用促進県産材の利用促進県産材の利用促進    （奈良の木ブランド課）    県産材のブランド力強化を図るとともに、ユーザーが安心・信頼できるよう、平成 20 年度から、一定の品質基準をクリアした県産材を第 3 者機関が認証する「奈良県地域材認証制度」を創設・運用。また、県産材の利用拡大を図るため、奈良県地域認証材又は県産材を使用して、一戸建て住宅の新築・増改築又はリフォームを行う施主、及び分譲住宅の新築を行う事業者に対し補助を実施。     H24 H25 H26 H27 H28 地域認証材住宅の助成戸数 （ ）は累計 42 （133） 19 （152） 29 （181） 134 （315） 79 （434） 県産材住宅の助成戸数 （ ）は累計 41 （99） 48 （147） 73 （220） 212 （432） 140 （572）       製材用・合板用素材の年間生産量（千 m3） 145 137 146 126 138             
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（３）（３）（３）（３）公共施設等の公共施設等の公共施設等の公共施設等の木木木木質化の促進質化の促進質化の促進質化の促進、、、、公共事業への間公共事業への間公共事業への間公共事業への間伐材伐材伐材伐材等の等の等の等の利利利利用促進用促進用促進用促進 （奈良の木ブランド課）    「公共建築物における“奈良の木”利用推進方針」（平成 23 年度策定）に基づき、県・市町村等施設の木質化を促進。  ■県有施設の木造・木質化の事例 施設名 竣工年度 県庁玄関ホール H25 中央こども家庭相談センター 近鉄奈良駅前行基広場大屋根 奈良公園事務所 うだアニマルパーク 五條土木事務所十津川復旧復興課 H26 まほろば健康パーク・スイムピア奈良 橿原総合庁舎 馬見丘陵公園ボランティアハウス なら食と農の魅力創造国際大学校安倍校舎 H27 明日香庭球場クラブハウス 飛鳥京跡苑池休憩舎 県庁エレベーターホール H28 農業研究開発センター（本館・交流サロン棟）  （４）（４）（４）（４）森林環境教育の指導者養成森林環境教育の指導者養成森林環境教育の指導者養成森林環境教育の指導者養成    （森林整備課、学校教育課、教育研究所）    県民の手で森林を守り育てる意識を醸成するため、地域で森林環境教育を担う指導者の養成セミナーを開催。     H24 H25 H26 H27 H28 養成した指導者数 （ ）は累計 19 （219） 18 （237） 13 （250） 13 （263） 11 （274）  小中学校教員を対象に、平成 18 年度から、森林環境教育に関する基礎的な知識・技能を習得するための研修を実施。また、平成 23 年度から、教員養成のための「教育コース」を設置する平城高校と高田高校の生徒を対象に、県立野外活動センター等で森林環境教育指導者養成に係る体験実習（キャンプファイヤーの設営等）を実施。  H24 H25 H26 H27 H28 森林環境教育指導者養成研修講座（教員対象）受講者 593 563 547 501 528        

県庁玄関ホール 
なら食と農の魅力創造 国際大学校安倍校舎 

五條市上野公園総合体育館 （シダーアリーナ） 
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（５）森林管理の基盤となる林道整備の推進（５）森林管理の基盤となる林道整備の推進（５）森林管理の基盤となる林道整備の推進（５）森林管理の基盤となる林道整備の推進    （森林整備課）    効率的な林業経営・森林管理のための基盤整備として、また、災害時における迂回ルートの確保を目的として、林道の整備・拡充を実施。     H24 H25 H26 H27 H28 林道開設延長（m） （ ）は累計 1,191 （1,333,116） 1,094 （1,334,210） 1,485 （1,335,695） 492 （1,336,187） 1,480 （1,337,667）  ２２２２－２－２－２－２    保安林等の適正な管理と保全保安林等の適正な管理と保全保安林等の適正な管理と保全保安林等の適正な管理と保全    （森林整備課）    水源かん養や土砂流出・崩壊の防備のため、公益的機能の発揮が必要な森林を対象に、保安林の指定（伐採行為の制限）や指定施業要件の変更（伐採可能範囲の変更）などを適切に運用。     H24 H25 H26 H27 H28 水源かん養保安林面積（ha） 63,105 63,165 63,243 63,291 63,315 
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ⅣⅣⅣⅣ    循環型循環型循環型循環型社会の社会の社会の社会の構築構築構築構築    

【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】     「ものを大切にする」意識をさらに醸成しながら、廃棄物対策の取組を通して、天然資源の消費が抑制され、環境への負荷が低減される循環型社会の構築を目指します。また、ごみを減らすことは、地域の生活環境だけでなく、景観や地球温暖化対策、生物多様性の保全など様々な環境課題に貢献できるものであり、「きれいに暮らす奈良県スタイル」構築のベースとなることから、県民一人ひとりが日々の暮らしのなかで資源やエネルギーを大切にする「環境に配慮したライフスタイル」の促進を図ります。重点的な取組として、これまで県と市町村が連携して推進してきた奈良モデルによる「ごみ処理の広域化」の取組を継続・発展させながら、本県の地域特性に適した 3Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）等を促進することにより、さらなる「ごみの減量化」に向けて、県民をはじめ多様な主体による積極的な実践活動の普及・拡大を図ります。  
【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】【指標評価（現況・目標値）】    指標設定 の趣旨 指標項目 現況値 目標値 Ｈ29 小施策 Ｈ25 Ｈ26 H27 
ごみの減量化を評価する指標 と し て活用 

ごみの排出量 一人１日あたりのごみの排出量（一廃） 918 g／人・日 947 g／人・日 926 g／人・日 870 g／人・日 廃 棄 物の 排 出抑 制 の促 進 産業廃棄物 排出量 1,539千 t （H22) ― 1,474千 t 1,560千 t 
リサイ クル率 一般廃棄物 13.1% 15.6% 15.5% 25.0% 廃 棄 物の 循 環的 利 用の 促 進進 産業廃棄物 48.3% （H22) ― 42.1% 48.0% ※この目標値は、平成 29 年度に策定する県廃棄物処理計画により見直す予定です。            
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【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】【主な事業の進捗概要】    

    

１．１．１．１．廃棄物の排出抑制の促進廃棄物の排出抑制の促進廃棄物の排出抑制の促進廃棄物の排出抑制の促進 １１１１－１－１－１－１    「ごみゼロ生活」の推進「ごみゼロ生活」の推進「ごみゼロ生活」の推進「ごみゼロ生活」の推進    （１）環境にや（１）環境にや（１）環境にや（１）環境にやさしいさしいさしいさしい買物キャンペーン買物キャンペーン買物キャンペーン買物キャンペーン    （環境政策課） 奈良県環境県民フォーラム（33 団体で構成）が、県内各地域の環境団体と連携して、平成 17年度から毎年、3Ｒ推進月間（10 月）に大型店舗等で「レジ袋削減キャンペーン」を実施。  （２）市町村の取組事（２）市町村の取組事（２）市町村の取組事（２）市町村の取組事例例例例（（（（平成平成平成平成２２２２８年度８年度８年度８年度））））    （環境政策課、廃棄物対策課） ○資源ごみの集団回収を自主的に行う団体への助成金交付（26 市町村） ○生ごみ処理容器設置費の補助（24 市町村） ○生ごみの堆肥化（7市町） ○廃食用油の回収による石鹸・バイオ燃料化等（17市町村） ○剪定枝・草木等の堆肥化（5 市町） ○剪定枝・草木等の薪・チップ・ペレット化等（3 市町）                １－２１－２１－２１－２    技術・研究開発の促進（排出抑制技術・研究開発の促進（排出抑制技術・研究開発の促進（排出抑制技術・研究開発の促進（排出抑制・減量化・減量化・減量化・減量化））））    （１）（１）（１）（１）公設公設公設公設試験研究試験研究試験研究試験研究機関による機関による機関による機関による研究開研究開研究開研究開発の促進発の促進発の促進発の促進    （産業振興総合センター） 内 容 事業期間 無潤滑加工を目指した切削工具用 DLC 膜の開発 H18～H19 生分解性プラスチックの耐久性及び成型加工性向上に関する研究 H19～H20 金属材料を減量化するための薄板の超音波加振成形技術の開発 H25～H26             

0510152025
5006007008009001,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
リサイクル率

（％）家庭系ごみ排出量
（g/日/人） 1人1日当たりの家庭系ごみ排出量及びリサイクル率の推移

ごみ排出量（奈良県） ごみ排出量（全国）リサイクル率（奈良県） リサイクル率（全国）
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１－３１－３１－３１－３    事業者の自主的取組事業者の自主的取組事業者の自主的取組事業者の自主的取組の促進（排出抑制・減量化）の促進（排出抑制・減量化）の促進（排出抑制・減量化）の促進（排出抑制・減量化）              （１）多量（１）多量（１）多量（１）多量排出排出排出排出事業事業事業事業者者者者にににによるよるよるよる減量化計画策減量化計画策減量化計画策減量化計画策定定定定・実施の・実施の・実施の・実施の促進促進促進促進    （廃棄物対策課） ※産業廃棄物税事業 事業活動に伴い多量の産業廃棄物を排出する事業者※に、産業廃棄物処理計画及び実施状況を県に報告することを求め、これらを公表することにより、廃棄物の排出抑制等の自主的な取組を促進。平成 28 年度（計画書提出 410社 実施状況報告書提出 398社）  ※500 トン／年以上の排出事業者、資本金 4,000 万円以上の建設業者、許可病床数 150 床以上の事業者  （２）環境（２）環境（２）環境（２）環境カウカウカウカウンンンンセラセラセラセラーのーのーのーの派遣派遣派遣派遣    （廃棄物対策課） ※産業廃棄物税事業 産業廃棄物の排出抑制等に取り組む事業者に環境カウンセラー（環境省登録）を派遣・支援。平成16 年度から平成 28 年度までに県内 96 事業者に派遣。この約 3 割の 24 事業者が環境マネジメントシステムを認証取得。  （３）県庁（３）県庁（３）県庁（３）県庁舎舎舎舎における環境マネにおける環境マネにおける環境マネにおける環境マネジメジメジメジメントントントントシシシシスススステムテムテムテムの推進の推進の推進の推進    （環境政策課） 平成 26 年度から、ISO14001認証に替えて、県独自の環境マネジメントシステムを導入。 奈良県庁ストップ温暖化実行計画（第 4 次 H28～32）による廃棄物の排出量は、平成 28 年度で平成 25 年度と比較して 6.5％減（対前年度比 3.7％増）。   １－４１－４１－４１－４    ごみの排出抑制のための経済的手法の導入促進ごみの排出抑制のための経済的手法の導入促進ごみの排出抑制のための経済的手法の導入促進ごみの排出抑制のための経済的手法の導入促進    （１）（１）（１）（１）ごごごごみみみみ処処処処理理理理有料有料有料有料化の促進化の促進化の促進化の促進    （環境政策課）              
２．廃棄物の循環的利用の促進２．廃棄物の循環的利用の促進２．廃棄物の循環的利用の促進２．廃棄物の循環的利用の促進  ２－１２－１２－１２－１    各種リユース・リサイクルの促進各種リユース・リサイクルの促進各種リユース・リサイクルの促進各種リユース・リサイクルの促進 （１）県と市町村の連携・（１）県と市町村の連携・（１）県と市町村の連携・（１）県と市町村の連携・協働協働協働協働（奈良モデル）による（奈良モデル）による（奈良モデル）による（奈良モデル）による廃廃廃廃棄物の減量化・再生棄物の減量化・再生棄物の減量化・再生棄物の減量化・再生利利利利用の推進用の推進用の推進用の推進    （環境政策課）  ※産業廃棄物税事業 平成 25 年度からスタートした循環型社会推進「奈良モデル・プロジェクト」の一つとして、市町村と連携して重点的に推進。県・市町村担当課長会議や担当者ワーキング等により現状や課題等を整理しながら、平成 27年度から、3R（リデュース・リユース・リサイクル）の個別具体的な事業推進を図るため、市町村職員を対象に専門研修を実施。これまでの検討成果を生かして、現在、使用済小型家電リサイクルを促進するための広域連携について検討を進めている。   

23 24 24 25 26 26 26 28 28 29 0%10%20%30%40%50%60%
01020304050

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27有料化市町村数 人口割合（奈良県） 人口割合（全国）

（市町村数） （人口割合）
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（２）（２）（２）（２）使使使使用用用用済済済済小型家電リ小型家電リ小型家電リ小型家電リササササイクルイクルイクルイクルのののの促進促進促進促進    （環境政策課、廃棄物対策課） 使用済小型家電リサイクルを促進するための国の実証事業（H25～27）の成果等を活用して、21市町村（9 市 10 町 2 村）が使用済小型家電の分別回収を実施。  （３）奈良県リ（３）奈良県リ（３）奈良県リ（３）奈良県リササササイクルイクルイクルイクル認定製品認定製品認定製品認定製品の普及の普及の普及の普及拡大拡大拡大拡大    （廃棄物対策課） ※産業廃棄物税事業 リサイクル製品の普及、リサイクル産業の育成を促進するため、県によるリサイクル製品の認定制度を平成 15 年度からスタートさせ、平成 28 年度末で、142品目（土木資材 102、木製品 17、肥料 5、その他 18）を認定。            ２－２２－２２－２２－２    廃棄物系バイオマスの有効利用の促進廃棄物系バイオマスの有効利用の促進廃棄物系バイオマスの有効利用の促進廃棄物系バイオマスの有効利用の促進  （１）県・市町村等の（１）県・市町村等の（１）県・市町村等の（１）県・市町村等の処処処処理施設における取組（理施設における取組（理施設における取組（理施設における取組（例例例例））））    （廃棄物対策課等） ○燃えるごみの炭化処理による燃料（助燃剤）化（広陵町） ○ごみ焼却施設の熱回収による発電（橿原市、桜井市） ○ごみ焼却施設の熱回収による温水利用（温水プール）（大和郡山市） ○ごみ焼却施設の熱回収による温水利用（施設内給湯）（奈良市､大和高田市､香芝王寺環境施設組合） ○し尿・浄化槽汚泥の処理過程で発生するメタンガス利用（ボイラー燃料）（奈良市） ○し尿・浄化槽汚泥の処理過程で発生するメタンガス利用（発電・ボイラー燃料）（生駒市） ○下水処理過程で発生するメタンガス利用（汚泥焼却炉等の燃料）（県浄化センター） ○下水汚泥をセメント原材料として再資源化（県第二浄化センター）  （２）（２）（２）（２）畜畜畜畜産産産産堆肥堆肥堆肥堆肥の生産・の生産・の生産・の生産・流通流通流通流通促進促進促進促進    （畜産課） 畜産環境アドバイザー（23 名）、堆肥コーディネーター（7 名）を養成し、畜産農家を対象に、家畜排せつ物の適正管理、良質な堆肥生産技術、流通促進を指導。平成 27 年度は、特殊肥料届出の指導及び堆肥生産情報のリニューアルを行い、堆肥製造者と利用希望者とのマッチングを推進。平成 28年度は耕畜連携強化に向け現状把握のため畜産農家にヒアリング調査を実施。平成 29 年度は、畜産・耕種農家の関係団体、及び県関係機関からなる「奈良県耕畜連携クラスター協議会」を設立し、堆肥・土壌分析装置を導入して良質堆肥の生産・適正施用を指導するとともに、耕畜のマッチングを推進し堆肥利用を促進。      

 リーフレット（平成 28 年度） 9 26 38 44 42 50 61 67 80 79 98 126 126 142
04080
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奈良県リサイクル認定製品数
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（３）エ（３）エ（３）エ（３）エコフコフコフコフィーィーィーィードドドド（（（（食品残渣食品残渣食品残渣食品残渣）の）の）の）の利利利利用促進用促進用促進用促進    （畜産課） 飼料自給率の向上及び食品廃棄物の有効利用を図るため、平成 26 年度は、先進事例の調査やエコフィードの普及に向けた技術研究（適正水分量、乾燥等による成分変化、原料の配合割合等）を実施。 平成 29 年度からは、エコフィードの利用促進対策を検討するため、県内畜産農家に対し実態調査を実施。  （４）（４）（４）（４）稲わら稲わら稲わら稲わらのののの有効有効有効有効活用による資源活用による資源活用による資源活用による資源循循循循環型環型環型環型畜畜畜畜産の推進産の推進産の推進産の推進    （畜産課） ※産業廃棄物税事業 稲わらを家畜飼料として有効活用するとともに、畜産堆肥（家畜排せつ物）の利用促進を図るため、平成 27 年度は、畜産農家による作業受託組織（コントラクター）を立ち上げ、組織的に稲わら収集及び堆肥散布を実施。また、平成 28 年度からは、このコントラクターの活動を定着・強化させるために必要となる機械の導入や施設の整備を支援（県補助）。     ２－３２－３２－３２－３    技術・研究開発の促進（再生利用）技術・研究開発の促進（再生利用）技術・研究開発の促進（再生利用）技術・研究開発の促進（再生利用）    （１）（１）（１）（１）排出排出排出排出事業事業事業事業者者者者のののの研究開研究開研究開研究開発発発発、、、、設備導入への支援設備導入への支援設備導入への支援設備導入への支援    （廃棄物対策課） ※産業廃棄物税事業 県内の事業者が行う産業廃棄物の排出抑制、再生利用、適正処理の研究開発及び設備導入にかかる経費の一部を補助（平成 17年度から）。研究開発では、平成 28 年度までに県内 22企業に支援した結果、7 社が実用・製品化し、5 社が成果を活用して研究を継続している。設備導入では、平成 28年度までに 8社に支援。（県補助）         


